
令和 8年度当初予算の編成について 

 

【経済状況と国の動向】 

我が国経済は、緩やかに回復している一方で、米国の関税措置等の影響、物価上昇の継

続が個人消費に及ぼす影響に伴う下振れリスクには、注意する必要があるとし、引き続き

経済・物価動向に応じた機動的な政策対応を行っていくとしている。 

国の令和8年度予算については、「経済財政運営と改革の基本方針2025」に基づき、歳

出全般にわたり政策の優先順位を洗い直し、予算の中身を大胆に重点化するとしており、

物価高対策を含む重要政策等については事項のみの要求を受け付けるとともに、予算編成

過程において、物価上昇に合わせた公的制度の点検・見直しを踏まえ、経済・物価動向等

を適切に反映するとしている。加えて、いわゆる高校無償化、給食無償化及び0～2歳を含

む幼児教育・保育の支援については、これまでの議論に基づき具体化を行い、予算編成過

程において検討することとしている。 

地方財政においても、「地方創生2.0」やＤＸ・ＧＸの推進、防災・減災対策の取組の

強化、老朽インフラの適切な管理、地域医療提供体制の確保、物価高を踏まえた公共事業

や施設管理、サービス等における価格転嫁の推進など、活力ある持続可能な地域社会の実

現等に取り組むことができるよう、安定的な税財政基盤を確保するとして、社会保障費や

人件費の増加、物価上昇が見込まれる中、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方

の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、令和7年度年度地方財政計画

の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとしている。 

 

【本町の令和 7年度までの財政状況と 8年度の財政見通し】 

 本町の財政状況を見ると、令和6年度一般会計決算では、前年度決算に比べ、歳入が33,137

万円増の 372,887 万円、歳出が 28,360 万円増の 356,206 万円となり、歳入歳出差引額から

翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は 16,365 万円の黒字決算となっているが、前

年度繰越金を除いた単年度収支では 5,692 万円、基金の取崩額を差し引いた実質単年度収

支では△995 万円と 5年ぶりの赤字となった。 

地方公共団体の財政健全化法に基づく健全化判断比率の４つの指標のうち実質公債費率

は 1.0％減の 9.1％となっており、前年度より減少しているものの、財政の弾力性を示す経

常収支比率は 0.3％増の 89.8%と増加傾向が続いており、類似団体と比較すると依然として

高い状況にあるため、将来における財政構造の硬直化が懸念されているところである。 

 令和 8 年度においては、歳入では法人町民税や固定資産税などの町税が増収傾向ではあ

るものの、依然として地方交付税などの依存財源が 6割以上を占めており、今後の政治状況

の不安定さを踏まえると、安定的な財源確保が見通せない状況となっている。 

一方、歳出では、物価高騰や賃金上昇などの影響がさらに深刻化していくことが予想され

る中、少子高齢化の進展による対策費や社会保障費の増加、公共施設の老朽化による維持修



繕費等の増加が見込まれる。さらには、急速なデジタル化に伴う新たな経常経費、公共施設

照明のＬＥＤ化などの事業も予定されており、本町の財政をさらに圧迫し、これまで以上に

厳しい状況が予想されている。 

 

【予算編成の基本方針】 

本町では、現在策定中の「第 6次総合計画」において、これまでの施策を再検証するととも

に、今後の人口動態や社会情勢を踏まえ、現計画の「JＵＳＴｏｍｉｋａ Ｌｉｆｅ～ ちょ

うどいいまち」の基本理念を継承しつつ、「未来へつながる持続可能なまちづくり」の理念

のもと、新たなまちづくりの方向性を具体化していく重要な節目の年となります。 

 一方で、今年 3 月に策定した富加町人口ビジョンでは、生産年齢人口が徐々に減少し、

2040 年には人口の半分以下になることが予測され、将来的に労働力不足や税収減少を背景

とした財政規模の縮小が避けられない状況にあります。また、少子高齢化、デジタル化、世

帯構成の変化など社会構造の変化に伴い、社会保障費の増大や住民ニーズの多様化など

様々な課題に対応していく必要があります。 

こうした中、これまでの行政サービスを維持しながら、中長期的な視点に立ち、身の丈に

合った持続可能な財政運営に向けた取り組みを計画的に進めていく必要があることから、

事務事業の「スクラップ＆ビルド」、「選択と集中」の意識を一層強化し、すべての事業につ

いて評価検証を行い、事業の優先順位、取捨選択を判断するとともに、既存事業の見直しと

効果的な手法の導入を検討すること。 

以上のことを踏まえ、真に必要な分野に限られた財源を重点的かつ効率的に配分するこ

とを基本とする。 
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